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第２章   基 本 的 な 考 え 方  
 

１．四つの原則 

本基本構想の策定及び実現に向けた取組みの

推進にあたり、考え方の基本となる四つの原則

を定めます。 

この四つの原則は平成 15 年の交通バリアフ

リー基本構想策定時に本市が独自に定めたもの

であり、改定を重ねる中で、内容の深化及び充

実を図っているものです。 

 

 

全ての人にやさしいまちづくり 

（ユニバーサルデザイン）の原則 

 

 

市 民 参 加 の 原 則 

 

 

拡 大 の 原 則 

 

 

実 現 保 障 の 原 則 

 

 

 

 

 

 

 

全ての人にやさしいまちづくり 

（ユニバーサルデザイン）の原則 

障害の有無にかかわらず、全ての人が助け合

い、共に生きていく社会の実現が求められてい

ます。そのためには、人々の生活において「障害」

は個人の心身機能の障害と社会的障壁の相互作

用によって創り出されているものであり、社会

的障壁を取り除くのは社会の責務である、とい

う「障害の社会モデル」を全ての人が理解し、具

体的な行動を変えていくことが必要です。また、

ユニバーサルデザインの考え方に基づき、荷物

を持った人や、ベビーカーを持った子連れの人

など、本市を訪れる全ての人にやさしい環境づ

くりが必要とされています。 

これを実現するためには、道路や建築物等の

バリアフリー化などハード面の環境整備を行う

一方、高齢者、障害者等に対する理解と協力を促

す心のバリアフリーの推進など、ソフト面でも

人にやさしいまちづくりを行っていくというハ

ード・ソフト両面を含む包括的な考え方が重要

です。本市では、平成 5 年度に掲げたＴＷＣＣ＊

の理念に基づき、平成 15 年に交通バリアフリー

基本構想を策定、平成 23 年にバリアフリー基

本構想に改定し、バリアフリー化を着実に進め

てきました。本基本構想においても、このＴＷＣ

Ｃの理念を踏まえるとともに、特定の人にとっ

てのバリアフリーを超えて全ての人にやさしい

ユニバーサルデザインのまちづくりを推進して

いきます。 
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市民参加の原則 

「市民参加」が地方自治の原点であることか

ら、本市は、「基本構想・長期計画＊」において、

先駆的に独自の市民参加方式を取り入れ、施策

の計画、事業の実施を進めてきました。本基本構

想においてもこの「市民参加」の伝統を継承し、

①基本構想策定への参加、②事業実施への参加、

③評価への参加の機会を確保します。 

バリアフリー化を推進していくためには、市

民と行政の信頼に基づく市民参加が重要である

とともに、障害理解が不可欠です。バリアフリー

化に対するニーズは様々であり、障害の特性等

によって求めるものが相反する場合もあります。

特定の人のバリアフリーではなく、全ての人に

やさしい「ユニバーサルデザインのまちづくり」

を実践するためには、高齢者、障害者等の利用者

同士の相互理解のもと、行政や事業者と連携し

て課題の解消につながる対策方法を検討してい

くことが重要です。行政だけではなく、市民及び

企業･団体は、対話の場を設け、バリアフリー化

の推進に努めるものとします。 

 

 

拡大の原則 

本基本構想では、バリアフリー法の定める特

定事業に加え、ユニバーサルデザインのまちづ

くりに寄与する事業について明示するととも

に、推進すべき方向性を可能な限り示します。

また、重点整備地区の整備を優先しますが、促

進地区のバリアフリーについても必要な施策

を進めます。 

 

 

 

実現保障の原則 

本基本構想を実現するために、各事業者はバ

リアフリー法に基づく特定事業計画を、市は特

定事業だけでなく関連するバリアフリー化事業

も含めた事業計画を作成します。これらの事業

計画及び本基本構想が実現することを保障する

ために、バリアフリー化の進捗状況を適宜把握

するとともに、高齢者、障害者等の意見を反映さ

せ、スパイラルアップを図る仕組みを作ります。 

旧基本構想で未実施の特定事業については、

事業内容を継承することを基本とします。また、

事業推進にあたってはバリアフリーについての

市民への啓発活動を行い、本基本構想の内容や

事業計画づくり、事業の進捗状況などについて

広く市民へ周知します。  
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２．基本的な方針 

（１）移動等円滑化促進地区のバリアフリー化

の促進 

バリアフリー法に基づく促進地区を設定する

場合、以下の要件が求められます。 

（ア）【配置要件】生活関連施設がおおむね３以

上所在し、施設相互間の移動が徒歩で行

われる地区であること。 

（イ）【課題要件】生活関連施設及び生活関連経

路についてバリアフリー化の促進が特に

必要な地区であること。 

（ウ）【効果要件】バリアフリー化を促進するこ

とが、総合的な都市機能の増進を図る上

で、有効かつ適切な地区であること。 

 

公立小・中学校は、令和 2 年の法改正により

特別特定建築物＊に追加されました。また災害時

の避難所や選挙の投票所に指定されていること

からもバリアフリー化の促進が求められます。 

またコミュニティセンター等の集会施設や子

育て支援施設は、近隣の高齢の人や障害のある

人、乳幼児とその保護者等が徒歩で日常的に利

用する施設であり、バリアフリー化を促進して

いく必要性が高いと言えます。 

これらの施設が市全域に立地している状況に

鑑み、本市では、全市的なバリアフリー水準の底

上げを目指す観点から、市全域を促進地区に定

めます。これにより、市全域のバリアフリー化と

重点整備地区における重点的な事業推進の２段

構えで進めます。 

 

 

 

 

 

（２）重点整備地区のバリアフリー化の推進 

バリアフリー法に基づく重点整備地区を設定

する場合、以下の要件が求められます。 

（ア）【配置要件】生活関連施設がおおむね３以

上所在し、施設相互間の移動が徒歩で行

われる地区であること。 

（イ）【課題要件】生活関連施設及び生活関連経

路についてバリアフリー化の事業が特に

必要な地区であること。 

（ウ）【効果要件】バリアフリー化の事業を重点

的・一体的に行うことが、総合的な都市機

能の増進を図る上で、有効かつ適切な地

区であること。 

 

市内の旅客施設は、JR及び京王電鉄吉祥寺駅・

JR 三鷹駅・JR 及び西武鉄道武蔵境駅の３駅で

あり、この周辺地域は、いずれも配置要件・課題

要件・効果要件を満たしています。ユニバーサル

デザインのまちづくりを着実に進めていくため

にも、３駅周辺地域の全てを旧基本構想に引き

続きバリアフリー法に定める重点整備地区とし

ます。 

なお、市役所周辺と三鷹駅周辺では特色が異

なることや、市役所周辺に集積する施設は三鷹

駅の徒歩圏から離れていることから、旧基本構

想における三鷹駅周辺重点整備地区を南北に分

割し、南側を三鷹駅周辺地区、北側を市役所周辺

地区とし、4 つの重点整備地区を設定します。 
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■ 地区設定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）心のバリアフリー等の推進 

国の基本方針では、バリアフリー化を実現す

るためには、施設及び車両等の整備のみならず、

国民の高齢者、障害者等に対する理解及び協力、

いわゆる「心のバリアフリー」が不可欠であると

しています。あわせて、心のバリアフリーを体現

するポイントを以下のとおり挙げています。 

（ア）障害のある人への社会的障壁を取り除く

のは社会の責務であるという「障害の社

会モデル」を理解すること。 

（イ）障害のある人（及びその家族）への差別（不

当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提

供）を行わないように徹底すること。 

（ウ）自分とは異なる条件を持つ多様な他者と

コミュニケーションを取る力を養い、全

ての人が抱える困難や痛みを想像し共感

する力を培うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地方公共団体の責務として、広報活動、

啓発活動、教育活動等を通じて、市民の心のバリ

アフリーの推進に努める必要性が示されており、

基本構想に教育啓発特定事業を位置付けること

を通じ、関係者を巻き込みながら計画的に取組

みを進めていくことが望ましいとされています。 

そこで本市では、心のバリアフリーをはじめ

としたソフト施策を、次のとおり推進していき

ます。 
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❶ 心のバリアフリーの推進 

生活関連施設や生活関連経路をはじめとした

都市基盤の一体的なバリアフリー化とあわせ、

これらの取組みが効果的に機能するためには、

心のバリアフリーが重要となります。 

市や施設設置管理者、市民が連携した心のバ

リアフリー施策の推進について、令和 2 年のバ

リアフリー法の改正により新たに定められた教

育啓発特定事業などにより具体的な取組み内容

を定めた上で進めていきます。 

また、教育啓発特定事業以外についても、前述

の（ア）～（ウ）を体現する取組みとして、マナ

ーの向上や、以下に示す❷情報伝達の取組み、

❸役務の提供＊を進めます。 

❷ 情報伝達の取組み 

誰もが安心して外出できる環境をつくるために

は、都市基盤の一体的なバリアフリー化にあわせ、

全ての人が外出時に必要なバリアフリーに関する

情報を入手できることが重要です。また、外出先で

の施設利用にあたり、円滑にコミュニケーション

をとれる配慮も必要となります。市として実施す

るもの及び施設設置管理者への働きかけを通じて、

情報伝達に取組みます。 

❸ 役務の提供（人的対応・接遇、維持管理） 

バリアフリー化された設備の機能が十分に発

揮されるためには、設備の操作や維持管理、人的

対応・接遇を適切に実施することが重要です。令

和 2 年のバリアフリー法改正により公共交通移

動等円滑化基準に定められたソフト基準（役務

の提供）の考え方を鉄道駅以外の生活関連施設

にも広げます。 

 

 

３．生活関連施設・生活関連経路等

の設定 

（１）生活関連施設の設定 

生活関連施設とは、高齢者、障害者等が日常生

活又は社会生活において利用する旅客施設、官

公庁施設、福祉施設その他の施設です。旧基本構

想において設定した生活関連施設を基本とし、

令和元年度に実施したアンケート調査及び個別

ヒアリング調査を踏まえ、本市の実情に応じて

定めます。 

引き続き、高齢者、障害者等の利用が多い施設

について優先的にバリアフリー化を推進すると

ともに、スパイラルアップの観点から生活関連

施設を追加し、さらなる取組みの推進を図るこ

とが重要です。 

そこで、促進地区である市全域を対象に、アン

ケート調査等による利用者が多い施設や、広域

的利用があり市民の利用も見込まれる施設（大

学、ホテル）、コミュニティセンター等の集会施

設や子育て支援施設、バリアフリー法改正によ

り特別特定建築物に追加された市立小・中学校

を位置付けます。また、重点整備地区内は一層の

バリアフリー化の推進を図るため、生活関連経

路沿道にある、高齢者、障害者等の移動を支援す

る機能を持つ都市公園、高齢者、障害者等のよく

利用する金融機関、公衆トイレ（ミカレット）な

どを生活関連施設として設定します。 

上記の考え方に基づき設定した施設について、

重点整備地区内では、公共交通事業者、公園管理

者、建築主等との協議により、バリアフリー化の

内容を定めた特定事業及びその他の事業を位置

付けます。 

重点整備地区外の施設についても、「４．個別

方針」の内容に沿ってバリアフリー化の促進を

働きかけていきます。 
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（２）生活関連経路の設定 

生活関連経路とは、生活関連施設相互間の経

路です。本市では、重点整備地区内における生活

関連施設同士を結ぶ経路を基本に、高齢者、障害

者等の利用実態を考慮しバス停留所からのアク

セスも踏まえ設定します。生活関連経路につい

ては、道路管理者との協議により、バリアフリー

化の内容を定めた特定事業及びその他の事業を

位置付けます。 

（３）ネットワーク経路の設定 

市全域を促進地区に定めることから、生活関

連施設同士を結ぶ経路上にある幹線道路を市独

自の枠組みとしてネットワーク経路に設定しま

す。近隣市（三鷹市・小金井市）の定める生活関

連経路やバス路線のある経路等との連続性に配

慮するなど、行政界を越えた一体的なバリアフ

リー化の推進を図ります。 

■ 生活関連施設設定の考え方 

施設種別 重点整備地区 促進地区（重点整備地区を除く） 

旅客施設 ・市内の鉄道駅 ― 

路外駐車場 ・特定路外駐車場＊ ― 

都市公園 

・旧基本構想の生活関連施設 

・当事者利用の多い施設 

・生活関連経路沿いに立地する 

市立公園 

・当事者利用の多い施設 

建
築
物 

公
共
施
設 

行政施設 

・旧基本構想の生活関連施設 

・市が所有する施設 ・市が所有する施設 

コミュニティセンター 

劇場・ホール・ 

文化・集会施設 

生涯学習施設 

スポーツ施設 

健康・医療施設 

子育て支援施設 

その他の公共的施設 

・旧基本構想の生活関連施設 

・市が所有する施設 

・当事者利用の多い施設 

学校教育施設 ・市立小・中学校 

福
祉
施
設 

高齢者福祉施設※ ・旧基本構想の生活関連施設 

・市が所有する通所型の施設 

・不特定多数の利用が想定される施設 障害者福祉施設※ 

医療施設 ・旧基本構想の生活関連施設 

・当事者利用の多い施設 
・当事者利用の多い施設 

商業施設 

宿泊施設 ・会議・イベントスペースを有し、市民の利用が見込まれる施設 

大学 ・市と包括連携協定を締結しており、市民の利用が見込まれる施設 

金融機関 
・生活関連経路沿いに立地する 

当事者利用の多い施設 
― 

※高齢者、障害者福祉施設については、滞在型は除外
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■ 移動等円滑化促進地区・重点整備地区の全体図 
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４．個別方針（移動等円滑化及び促

進に関する事項） 

バリアフリー法では、促進地区に「移動等円滑

化の促進に関する事項」を、重点整備地区に「移

動等円滑化に関する事項」を定めるとされてい

ます。本項では、重点整備地区を含む促進地区全

体で、生活関連施設と生活関連経路で法的に定

める事業ごとの内容を「個別方針」として記載し

ます。 

 

（１）公共交通事業 

【鉄道】 

鉄道駅については、全ての駅でエレベーター、

エスカレーターが整備され、おおむねバリアフ

リー化が達成されています。ホームドアについ

ては、京王電鉄吉祥寺駅のみ整備が完了してい

ます。 

今後は、乗換のわかりやすさに留意した案内

の充実や、混雑時にも車いす使用者用トイレや

エレベーター等を必要とする人が利用できるよ

うなマナー啓発、定期的な職員研修など、ソフト

施策の充実によりさらに利便性を向上する必要

があります。 

整備済みのバリアフリー設備については、使

用する上で不便が生じないように適切な維持保

全に努め、適切な人的対応・接遇（役務の提供）

を行うことで、誰もが安心して利用できる環境

を整えることが重要です。 

このような状況から、ホームドアが未整備の

駅については、利用者の安全性を確保するため、

引き続き整備を促進します。各設備等の改修等

の機会においては、移動等円滑化基準等に基づ

いた改善を図ります。またバリアフリー化され

た設備が有効に機能するように、以下の事項に

留意したソフト施策を特定事業に位置付け、安

全性・利便性の向上を図ります。 

❶ 心のバリアフリーに関する事項 

▶ 社員研修による利用者支援の方法の習得や障

害理解の推進 

▶ 車いす使用者用トイレやエレベーター等の適

正利用に関する利用者へのマナー啓発 

❷ 情報伝達に関する事項 

▶ 工事中も含めたわかりやすいバリアフリー化

された経路の確保、設備の位置や動線をサイ

ン等で明示 

▶ 運行情報の電光掲示など、情報提供の充実と

維持保全 

▶ 他社線やバス等、接続する交通機関との案内

の強化 

❸ 役務の提供に関する事項 

▶ ラッシュ時間帯などの適切な人的対応・案内

の充実 

▶ 既存設備の適切な維持管理・運用  

  

心のバリアフリーの取組み例 出典：JR東日本ウェブサイト  
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【バス】 

バスについては、一般路線バスの全ての車両

が低床式車両となっており、ノンステップバス

の導入が進んでいます。吉祥寺駅南口を除き駅

前に総合案内板が整備され、まち歩きによる確

認においてもわかりやすさが向上したことが評

価されています。その他、停留所への上屋の設置

やバスロケーションシステム＊の導入、乗務員の

教育など、各事業者でバリアフリー化の取組み

が継続的に進められています。 

バス停留所の構造上の問題からバスが正着＊

できないことによって、乗降時に段差が発生し

不便を感じているという意見が多くあります。

また、視覚障害のある人からは、複数の路線があ

るバス停留所等で、音声案内や乗務員による声

掛けをわかりやすくしてほしいという要望があ

ります。 

これらの現状と課題を踏まえ、バス事業では

令和 3 年に改正された移動等円滑化基準やガイ

ドラインに基づき、引き続き車両及び停留所の

バリアフリー化の促進を図るものとします。ノ

ンステップバスへの代替を進めるとともに、こ

れまでバリアフリー化の対象ではなかった空港

リムジンバスについても、車いすで利用できる

車両を導入していきます。 

また、バス停留所におけるベンチや上屋の設

置、利用者が円滑に乗降できる構造への改善等

について、道路管理者と連携し、検討します。 

さらに、以下の事項に留意して実施可能なソ

ト施策を特定事業に位置付け、安全性・利便性の

向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

❶ 心のバリアフリーに関する事項 

▶ 乗務員研修による利用者支援の習得や障害理

解の推進 

▶ 車内マナーの向上や車いす使用者・ベビーカ

ー利用者等への理解と協力のお願いなど、利

用者への啓発 

❷ 情報伝達に関する事項 

▶ 新しい技術の開発等の動向を見極め、行き先

表示やバスロケーションシステムのさらなる

改良 

▶ 各車両へのコミュケーションを支援する筆談

機器などの導入 

❸ 役務の提供に関する事項 

▶ 歩道への正着と車高調整（ニーリング＊） 

▶ 車両内外への音声案内や状況に応じた乗務員

によるアナウンス（声掛け） 

  

ノンステップバス車両 
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【タクシー】 

タクシー車両は、平成 30 年のバリアフリー

法改正において、公共交通特定事業の対象に位

置付けられました。車いす使用者も利用できる

ユニバーサルデザインタクシー＊（以下「UD タ

クシー」という。）の普及が市内でも進んでおり、

乗降しやすさへの一定の評価が得られています。

しかしながら、駅前に安全・安心に乗降できる

場所が少ないこと、車いすの乗降に時間がかか

ること等、課題もあります。 

今後も UD タクシーの導入を推進するととも

に、各駅周辺での道路改修に合わせて、後乗り、

横乗り双方の車いすの乗降などにも対応できる

安全・安心な乗降場所の確保に向けた検討を進

めます。 

また、バス交通の利用には不便を感じている

ものの移送サービス「レモンキャブ」やリフトタ

クシー「つながり」の利用条件に該当しない高齢

者等も多く、既存の福祉交通事業と地域公共交

通との「間」需要に対応したデマンド型交通＊サ

ービスなど新たな移動手段へのニーズが高まっ

ています。これを踏まえ、よりきめ細やかな交通

サービスのあり方を検討していきます。 

さらに、以下の事項に留意してソフト施策の

充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❶ 心のバリアフリーに関する事項 

▶ 乗務員研修による利用者支援の習得や障害理

解の推進 

❷ 情報伝達に関する事項 

▶ 各車両へのコミュケーションを支援する筆談

機器などの導入 

▶ コミュニケーションが難しい人でも便利にタ

クシーの配車ができるスマートフォンのアプ

リケーションについて、機能の充実や利用者

への周知 

❸ 役務の提供に関する事項 

▶ 車いす等での乗降を適切かつ円滑に支援 

▶ 利用者の特性に応じて、口頭や筆談機器等を

用いたわかりやすいコミュニケーションに努

める 

  

UDタクシー車両                      出典：一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会、寿交通ウェブサイト 
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（２）道路事業 

道路については、旧基本構想で定めた道路特

定事業が着実に進められてきていますが、拡幅

を伴う道路の改良や都市計画道路整備など長期

的な事業を中心に未完了の事業もあり、地域全

体のバリアフリー化の実現には至っていない状

況です。 

旧基本構想で定めた生活関連経路のうち、国

の定める特定道路＊に指定された経路について

は、新設または改築を行うときは移動等円滑化

基準に適合させる義務があります。また、その他

の道路についても、基準に適合させるよう努め

るとされており、引き続き、生活関連経路のバリ

アフリー化に向けた整備の推進が必要です。 

重点整備地区外で設定したネットワーク経路

では、主要な歩行者動線となる経路であり、バス

停留所の利用も含め、生活関連施設までの移動

が安全にできるように、十分な通行幅の確保を

はじめとしたバリアフリー化の促進が必要です。 

特に、地域の一体的なバリアフリー化を図る

視点から、関係者間の連携により、接続する沿道

施設との段差の解消、視覚障害者誘導用ブロッ

クの連続性の確保、利用者が円滑に乗降できる

バス停留所の構造等に配慮することが重要です。

また、工事中も含めた、わかりやすい案内による

目的地への誘導、歩道上に置かれた商品や看板

などの不法な占用物に対する指導・取締り、舗装

や視覚障害者誘導用ブロックの適切な維持管理

など事業を継続・更新していく必要があります。 

道路整備にあたっては、以下の事項に留意し

て取組みを進めるものとします。 

 

 

 

 

❶ 複断面道路(歩車道が分離された道路)に 

おける方針 

複断面の生活関連経路については、移動等円

滑化基準等に基づき、関係する事業者や沿道施

設の管理者と連携してバリアフリー整備を推進

します。基準等の他、以下の事項に留意します。 

▶ 連続して 2m の歩道幅員が確保できない場合

であっても、車いすがすれ違うことのできる

ように、可能な限り通行幅の確保に努める 

▶ 全面的な改修にあわせて、沿道施設との段差

の解消や勾配の改善に努める 

▶ 街路樹の根上がりについては、防止対策を実

施し、平たん性の改善に努める 

▶ 道路整備・改修の際に、インターロッキングブ

ロック＊舗装とする場合はがたつきの少ない

製品を使用する 

▶ 生活関連施設の敷地内通路に視覚障害者誘導

用ブロックが設置されている場合は、施設管

理者と連携し、その位置にあわせて、道路から

の連続的な視覚障害者誘導用ブロックを設置

する 

▶ 舗装と視覚障害者誘導用ブロックの輝度比＊

を確保する。舗装材の色は、日差しのあたり方

や経年劣化による退色・汚れも想定して選定

する。必要に応じて視覚障害者誘導用ブロッ

クの両側に濃い色の側帯を設ける 

▶ バス事業者と連携し、バス停留所は利用者が

円滑に乗降できる構造とする 

▶ 歩道へのベンチ等の休憩施設の設置について、

効果的な配置や設置間隔を検討する 
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❷ 単断面道路(歩車道が一体型の道路)に 

おける方針 

単断面の生活関連経路については、必要に応

じて関係する事業者や沿道施設の管理者と協議

を行い、高齢者、障害者等が安全で快適に移動で

きるように、主に以下のようなバリアフリー整

備を推進します。 

▶ 道路構造令や道路交通法などの関係法令を踏

まえつつ、歩道や路側帯＊による歩行空間の明

確化に努める 

▶ 全面的な改修にあわせて沿道施設との段差の

解消や勾配の改善を図る 

▶ 車両と歩行者の通行位置を明確にするため、

必要に応じて路側帯に対し視覚的な分離を

図る 

▶ 外側線の白線や交差点部での補助的な路面表

示＊等については、舗装との輝度比がロービジ

ョン＊（弱視）の人等の移動の補助となってい

ることに留意し、路面表示の適切な維持管理

に努める 

▶ 交通管理者と連携して、車両の進入制限や一

方通行化など交通規制の実施を検討する 

 

  
輝度比を確保した視覚障害者誘導用ブロック ベンチ等の休憩施設の設置 

 

  
複断面道路での勾配の改善 外側線や交差点部での路面表示 
 

外側線や交差点部での路面表示 
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（３）都市公園事業 

都立公園では、都立井の頭恩賜公園での多機

能トイレや駐車場、園路の改修などによりバリ

アフリー化が進んでいます。また、都立武蔵野中

央公園の拡張部分は移動等円滑化基準に基づく

整備がされました。市立公園では車いす対応の

水飲み場の設置、園路のバリアフリー化、トイレ

の新設や、洋式化などの改修、出入口付近へのベ

ンチの設置等が進んでいます。多くの施設でバ

リアフリー化が実施されており、引き続き未整

備箇所の改良を進めるとともに、運用の対策を

充実していくことが重要です。 

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機とし

たテレワークなどの働き方の変化により、生活

や暮らしを重視するように市民の意識が変化し

ています。このような中、身近なまちで過ごす時

間が増え、屋外で人との接触を避けて過ごせる

場所として、公園が使われるようになっていま

す。このような新たな状況も踏まえ、引き続き出

入口の段差解消などの改修やユニバーサルデザ

インに配慮した施設の導入を進めるとともに、

トイレやベンチなどの適切な維持管理に努めま

す。また、誰もが利用できる公園の空間づくりの

検討をしていきます。一部の公園では利用特性

に応じて自転車利用者へのマナー啓発やイベン

ト時でも車いすで通行可能な園路を確保するこ

となど、イベント主催者や利用者への啓発や案

内を行い、誰もが安心して利用できる環境を整

えていきます。 

重点整備地区外の都立小金井公園についても、

小金井市との連携に配慮し、公園内外における

バリアフリー動線の確保などに努めます。 

さらに、各施設のバリアフリー設備情報など

をホームページや案内図等で適切に発信します。 

  
トイレの改修（都立井の頭恩賜公園） 出入口付近へのベンチの設置（市立公園） 

（４）建築物・路外駐車場事業 

建築物については、商業施設のリニューアル

の機会等をとらえたバリアフリー化により整備

水準の向上が図られている他、公共施設におい

てもサインの改善やトイレへの乳幼児用設備や

オストメイト＊対応設備の設置、筆談機器の設置

等、実施可能な改良により利便性が向上してい

ます。新たに生活関連施設とした金融機関では、

心のバリアフリーの取組みとして利用者への適

切な対応についての社員教育に取組んでいます。 

また、建築物に付随する路外駐車場では、車い

す使用者用駐車施設の整備や表示の改善が進み

ました。 

引き続き、各生活関連施設の老朽化の状況や

構造上の問題などから完全なバリアフリー化が

困難な場合であっても、実施可能な改良を行う

ことが必要です。さらに、心のバリアフリーとあ

わせ、情報伝達の取組みや人的対応・接遇を充実

させることで誰もが使いやすい施設を目指す必

要があります。 
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また、重点整備地区外であっても地域に不可欠

で一定の利用が見込まれる公共施設については、

具体的な対応を定めた取組みが求められます。 

これらの現状と課題及び令和 3 年に改正され

た「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した

建築設計標準」の内容も踏まえ、引き続き整備促

進やソフト施策の充実を図るものとします。 

ハード面では、道路から建築物の内部までの移

動の連続性確保の観点から、関係者間で連携して、

接続する道路との段差の解消、視覚障害者誘導用

ブロックの連続性の確保、わかりやすい案内表示

の整備などを進めます。また、車いす使用者用トイ

レへの利用集中を解消し、必要な人が使えるよう

にするため、一般トイレでの広めのブースの確保や、

乳幼児用設備の設置など、機能分散を進めること

が重要です。長時間の利用が想定される施設や、

待ち時間が生じる施設等では、ベンチなどの利用

者が休憩できるスペースを設けます。 

また、既存公共施設のバリアフリー化の整備

方針に係る施策については、「5.その他の事項

（3）既存公共施設のバリアフリー化」の中に

記載します。 

さらに、以下の事項に留意してソフト施策の

充実を図ります。 

 

 

 

 

 

❶ 心のバリアフリーに関する事項 

▶ 認知症サポーター＊養成講座や心のバリアフリ

ー出前講座の受講などを通じた障害への理解 

▶ エレベーターや車いす使用者用トイレの適正

利用の呼びかけや、利用者のマナー啓発 

❷ 情報伝達に関する事項 

▶ 整備した設備が効果的に使われるように、各

施設のバリアフリー設備情報などをホームペ

ージや案内図（ピクトグラム＊の表示）等で適

切に発信 

▶ 円滑な情報伝達を支援するコミュニケーショ

ンボード＊や筆談機器、難聴者向け対話支援機

器等の導入・活用を推進 

❸ 役務の提供に関する事項 

▶ エレベーターや車いす使用者用トイレなどの

設備を適切に維持管理 

▶ セルフレジやキャッシュレス対応などの新し

い ICT 技術の活用が難しい人への留意 

▶ 知的障害、精神障害、発達障害のある人、認知

症の人、子ども連れで行動する人などの心理

や行動の特徴等を理解し、適切に対応ができ

る係員を充実するなど、心のバリアフリーに

配慮した人的対応・接遇 

▶ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による

「新しい生活様式」への変化にあたり、施設の

利用に制約や不便が生まれている状況に留意

した対応の工夫 

  
思いやりエレベーターの表示 一般トイレへの乳幼児用設備の設置 
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（５）交通安全事業 

旧基本構想に基づき、主要な経路には音響式信

号機やエスコートゾーンの整備が進んでいる一

方で、引き続きさらなる整備を望む声もあります。 

事業の実施にあたっては、音響式、高齢者等感

応式、残り時間表示式信号機等のバリアフリー対

応信号機＊のさらなる導入、エスコートゾーンの

設置を進めるとともに、高齢者、障害者等が安全

に横断歩道を渡るために必要な信号の青時間の

確保や音量の調整など、周辺環境に応じた運用で

の適切な対応を図ります。生活道路においても、

通過交通の抑制、ゾーン 30＊による交通安全対

策、違法駐車への対応等、安全な交通環境の整備

を推進します。 

また、歩行者の禁止場所横断の防止に関する継

続的な広報活動及び啓発活動を行います。合わせ

て、歩行者の安全性を損なう自転車利用に対する

継続的なマナー啓発など、心のバリアフリーに留

意する必要があります。 

さらに、重点整備地区のみならず、促進地区に

設定した市全域において、歩行者の安全性の確

保の必要性の高い箇所から信号機等の移動等円

滑化基準に基づく整備を進めます。

  
音響式・残り時間表示式信号機とエスコートゾーン 

■ ゾーン 30 の概要 

ゾーン30による交通安全対策 

 

  

出典：警視庁ホームページ 
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（６）教育啓発事業 

旧基本構想では、心のバリアフリーに関する

事業として、各施設設置管理者等による職員研

修や利用者支援の充実、利用者へのマナー啓発

などに継続的に取組んできました。また、第３期

健康福祉総合計画において「心のバリアフリー

事業の推進」を掲げており、これまで普及・啓発

活動、地域交流、福祉教育の推進として、心のバ

リアフリー啓発事業（出前講座）の実施や障害種

別ごとの市民向け啓発講座、「むさしのあったか

まつり」の開催、認知症サポーター養成講座など、

心のバリアフリーに関する様々な事業を推進し

てきました。 

心のバリアフリーの推進にあたっては、誰も

が安心して移動や施設の利用ができるように、

利用者の困難さを理解し、状況に応じて適切な

対応ができる取組みが必要になります。なお、外

見上わかりづらい聴覚障害、内部障害、精神障害、

発達障害、知的障害のある人や認知症の人など

も含め多様な特性があることに留意することも

重要です。 

また、子ども連れの人の中にも外出に負担を

感じている人がいます。特に双子の場合など複

数の子どもを連れて行動しなければならない人

は、ベビーカーが大型なため地域公共交通機関

が利用しにくいと感じていたり、ベビーカーの

まま入れない施設では子どもを連れた行動が困

難になったりしています。子ども用車いす（バギ

ー）を用いることが必要な肢体に障害のある児

童では、ベビーカーと誤解され、理解が得られな

いことが課題となっています。 

令和 2 年のバリアフリー法改正において、教

育啓発特定事業が設定されました。これは、児童

や生徒の理解を深めるための教育活動や、住民

その他関係者の理解増進・協力確保のための啓

発活動として市や施設設置管理者が実施する事

業で、心のバリアフリーをさらに進めるため、よ

り一層の取組みの充実が求められています。 

これらの現状と課題を踏まえ、これまでの取

組みを継続するとともに、国の基本方針を踏ま

え、「高齢者、障害者等に対する理解促進」、「高

齢者、障害者等の移動や施設の利用を妨げない

こと」、「高齢者、障害者等の移動や施設の利用の

手助け」を心のバリアフリーの基本的な考え方

とし、教育啓発特定事業として本市は以下のよ

うな取組みを進めていきます。 

▶ 学校において、通常の学級と特別支援学級の

児童・生徒との交流及び共同学習の推進 

▶ 学童支援員の障害者等の理解促進 

▶ 市職員等への心のバリアフリーに関する研修 

▶ 心のバリアフリーハンドブックの改訂 

▶ 市民や事業者等を対象とした認知症サポータ

ー養成講座や心のバリアフリー啓発事業出前

講座の実施 

また、市の取組みだけでなく、各施設設置管理

者に対しても職員教育や利用者へのマナー啓発

等の教育啓発特定事業の設定について協力を求

め、ハード・ソフトが一体となった総合的なバリ

アフリー化を進めていきます。市は各施設設置

管理者に対し、必要に応じて心のバリアフリー

に関する情報提供を行い、取組みの水準を高め

るように努めていきます。 

双子用ベビーカーでのバス利用イメージ 

出典：国土交通省ウェブサイト  
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（７）その他の事業 

❶ 情報伝達事業 

情報のバリアフリーに関する取組みとして、

本市では、平成 23 年度に公共サインガイドラ

インを策定し、これに基づき設置した駅前広場

の総合案内板は、見やすさへの一定の評価が得

られています。また、旧基本構想で設定した特定

事業に基づき、各施設設置管理者が案内表示の

改善や利用者への情報発信を行ってきました。 

道路や施設のバリアフリー化が進んでも、必

要な設備や機能がどこにあるのかがわからない

と利用することができません。車いす使用者用

トイレやエレベーターを利用する人の他、授乳

室やおむつ交換台を利用する子ども連れの人、

大型ベッドを必要とする障害のある人等、必要

とする情報は個々の特性に応じて様々です。全

ての人が外出時に必要な情報を入手できるよう

に、適切に情報発信をしていく必要があります。 

また、視覚障害や聴覚障害、知的障害のある人、

外国人など、情報の入手に配慮が必要な人がい

ることに留意した情報提供や、コミュニケーシ

ョンの支援、情報保障を進める必要があります。 

平成 30 年のバリアフリー法改正において、

促進方針に情報収集に関する事項を定めること

ができることとなりました。市町村がバリアフ

リーマップなどを作成するために、各施設設置

管理者は必要な情報を提供するように努めるこ

ととされています（公共交通事業者及び道路管

理者については情報提供の義務）。 

 

 

 

 

 

 

手話マーク・筆談マーク 出典：全日本ろうあ連盟ウェブサイト 

このような枠組みを活用し、本市では、市内の

施設設置管理者から高齢者、障害者等に配慮し

たエレベーター、トイレ、駐車施設等について情

報提供を受け、実情や利用者の使い勝手を踏ま

え、内容を整理した上で、バリアフリーマップの

改定を検討します。また、進化する ICT 技術を

活用した情報発信に努めます。 

あわせて市では、ホームページでのアクセシ

ビリティ＊の向上や、図書館などへの音声読み上

げ機、拡大読書器の設置など、全ての人が必要な

情報を容易に得ることができるように多様な手

段を活用した情報提供サービスを引き続き行い

ます。加えて情報保障の観点から市が作成や発

行する印刷物の色使いや文字フォントにユニバ

ーサルデザインの視点を取り入れることを進め

ます。 

また、市の取組みだけでなく、各施設設置管理

者においても、バリアフリー情報の発信や情報

収集に配慮が必要な人への適切な対応について、

積極的に取組むように協力を求めていきます。

当面の情報提供の充実方法として、既存の WEB

コンテンツを利用した各施設のバリアフリー情

報の発信を進めます。また、コミュニケーション

を支援する道具の導入や案内板へのピクトグラ

ムの追加などによるわかりやすさの改善など、

既存の取組みの延長上にある対策から充実を図

ります。 

 

 
武蔵野プレイスに設置した拡大読書器  
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❷ 駅前広場 

吉祥寺駅では、バスの降車場の整備が不十分

であり車道上での降車が問題となっています。

また、福祉車両が乗降できるスペースがないた

め、駅の利用に不便を感じている人がいます。三

鷹駅北口駅前広場は暫定整備により一定のバリ

アフリー化が進みましたが、福祉車両優先乗降

スペースは前後の空間が狭く使いにくさが問題

となっています。武蔵境駅では鉄道の高架化が

完成し、駅前広場と南北自由通路の整備による

南北一体化が進みました。駅前広場では、視覚障

害者誘導用ブロックの視認性や正着しやすいバ

ス停留所構造などに高い評価が得られました。 

駅前広場は、交通結節点として、また地域の活

性化及び顔づくりに寄与する場所として重要な

施設です。一方でバスやタクシー等の乗降、乗換、

情報提供など、バリアの生じやすい所でもある

ため、安全で快適に乗り継ぎできるよう関係者

の意見を踏まえた整備や、適切な維持管理を行

う必要があります。 

今後は、各地域のまちづくりの方針である

NEXT 吉祥寺 2021＊や、三鷹駅北口街づくり

ビジョン＊を踏まえ、駅前広場の整備を進めます。

吉祥寺駅南口に計画している駅前広場について

は、広場内にバス降車場を整備し、吉祥寺駅南口

に接続している市道第 2 号線（パークロード）

上のバスの通行をなくすことで歩行者優先化を

図ります。 

❸ その他交通対策 

生活道路における通過交通を排除するために、

都市計画道路網の整備促進を都に対し求めてい

きます。  

駅周辺の交通体系については、路線バスやタ

クシーなどの地域公共交通が駅まで優先的にア

クセスできる仕組みを検討します。また、駅周辺

を取り囲む地区内環状道路＊の形成により、駅周

辺を通過する車両をう回させ、自動車交通量の

抑制を目指します。 

地区内環状道路の内側においては、道路の更

新時期を踏まえ、車道を狭めて歩道を広げるな

ど、歩行空間を拡充し、歩きたくなるまちなかや

滞留しやすい空間の創出（ウォーカブルなまち

づくり）を目指します。 

さらに、需要の実態に合わない駐車場の付置

義務を見直し、駐車場の柔軟な施設配置・集約化

を進めることで、歩道の切り下げを減らし、バリ

アフリー化された歩行空間への改善を進めます。 

 

 

 

 

 

 
三鷹駅北口の福祉車両優先乗降スペース 

 
武蔵境駅南口のバスの正着に配慮したバス停留所 
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５．その他の事項 

（１）福祉交通 

本市では、移動に制約のある人の外出支援事

業として、移送サービス「レモンキャブ」とリフ

トタクシー「つながり」を実施しています。 

「レモンキャブ」は、バスやタクシーなどの地

域公共交通機関の利用が困難な高齢者や障害者

の外出を支援する移送サービス事業です。本事

業では、商店主を中心とした地域のボランティ

アが福祉型軽自動車を運転し、利用者の個別ニ

ーズに応じたサービスを提供しています。 

令和２年度の利用会員数は 894 人、利用件数

は約 13,800 件で、近年は共に増加傾向にあり

ましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響により利用件数は令和元年度の８割程度にと

どまりました。利便性の高いサービスの提供に

より、利用者から高く評価されている本事業で

すが、運行管理者や運行協力員を安定的に確保

することが難しく、増え続ける需要に対応でき

ない状況があります。今後も継続してサービス

を提供するため、運行管理者や運行協力員の確

保や運営システムの改良等について、検討をし

ていきます。 

「つながり」は、車いす使用者や寝たきりの要

介護者等の移動を支援することを目的に、市が

タクシー事業者に対して、リフトタクシー運行

事業に要する経費の一部を補助する事業です。

引き続き、市の広報や地域公共交通の案内とあ

わせた情報提供などによって、一層の利用促進

を図るとともに、サービスの充実方策について

検討します。 

これらの福祉交通に関する課題については第

3 期健康福祉総合計画や地域公共交通網形成計

画の中で検討を進めていくため、必要に応じてバ

リアフリーの観点からも連携し、取組みの推進を

図ります。 

また、これらの福祉車両が安全・安心に停車・

乗降できる場所の確保について、駅前広場の整

備にあたって検討していきます。 

 

 

 

 

 

■ レモンキャブの総利用件数と登録会員数の推移 

 

※令和3年版「武蔵野市の福祉」を基に作成

17,593 17,724 18,164 18,941 17,544 
13,799 
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（２）公共サイン 

公共空間に設置される主に歩行者を対象とし

たサイン（以下「公共サイン」という。）は、「道

路の移動等円滑化整備ガイドライン」や「地図を

用いた道路案内標識ガイドブック」、「国内外旅

行者のためのわかりやすい歩行者用案内サイン

標準化指針」など、サイン整備の統一を図るべく

各種基準や指針、ガイドラインが定められ、都度、

改定が行われています。 

円滑な移動及び施設の利用に資するサインは

主に以下の種類があり、それぞれを連携させて

適切に設置する必要があります。 

案内サイン 施設の所在や位置関係などを確認

するもので、地図で表現される 

誘導サイン 歩行者を目的の施設まで導くもの

で、矢印・目的地名・距離・ピクト

グラムなどで表現される 

位置サイン 施設の所在地において、名称や用

途を示すもので、文字・記号・ピク

トグラムなどで表現される 

市内のサインについては、旧基本構想で、駅周

辺の総合的な案内や目的地までの連続的な案内

の不足、バス停留所などの駅から離れた場所での

案内の不足、表記内容の不統一などが指摘され、

さらにサインの存在を識別することができない、

情報を読むことができない、情報を理解すること

ができない、などの問題点があげられていました。 

旧基本構想では、これらの課題に対応するため、

ユニバーサルデザインの視点を取り入れた公共サ

インの基本方針を定めた上で、平成 24 年には公

共サインガイドライン（以下「ガイドライン」とい

う。）を策定しました。ガイドラインに基づき市内

３駅の駅前に総合案内版を設置し、多くの方に利

用されています。 

今後は、現行のガイドラインの内容を精査しな

がら、デジタルサイネージ＊の導入やスマートフ

ォンとの連動等、公共サインをめぐる新たな動向

を踏まえて内容を追加、更新する必要があります。 

本基本構想では、旧基本構想の基本方針を踏襲

しつつ、情報の更新などの課題に対して見直しを

行い、以下のとおり基本方針を再整理しました。

 

■ 公共サインの設置に関する基本方針 

① 認識性 
高齢者、障害者、外国人など、多様な特性の方が利用できるように、ユニバーサルデ

ザインの考え方を踏まえ、文字、ピクトグラム等、表現方法の基準を設定する。 

② 統一性 
サインのばらつきによる煩雑な印象を避けるため、デザインの統一、色彩の統一、基

本タイプの設定等により、同じルール・様式のサイン設置を推進する。 

③ 連続性 
案内サイン、誘導サイン、位置サインは目的地まで連続的に設置されることではじ

めて有効性が確保されるため、サインシステムを構築する。 

④ 継続性 
適切な維持管理や情報の更新により、見やすさや正確な情報についての継続性を確

保する。 

⑤ 効率性 
無秩序な標識やサインの乱立は無駄を生じさせ、かつ情報量が多すぎることによる混乱

を招くことから、情報を整理・統合し、効率的かつ効果的なサインの設置を行う。 
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民間事業者が整備するサインについても、必

要に応じてガイドラインに基づく情報を共有し、

前述の方針に基づき、誰でも使いやすいユニバ

ーサルデザインの視点を取り入れたサイン整備

を推進していきます。 

また、サイン設置時の事前相談の仕組みを浸

透させるように、働きかけを行います。 

建築物内では、表記内容の不統一や道路との

連続性の確保が課題となっており、特に公共施

設内に設置されるサインでは、公共サインの基

本方針に準じることとします。

 

事業内容 
前期 後期 展望期 

R4～R8年度 R9～R13年度 R14年度以降 

公共サインガイドラインを改定し、すべての人にわかりやすくかつ景

観に配慮した公共サインの普及に努めます。 

   

継続的に実施 

（３）既存公共施設のバリアフリー化 

❶ 整備方針の検討 

バリアフリー法や東京都福祉のまちづくり条

例＊、建築物バリアフリー条例＊等により、特別

特定建築物で一定規模以上の新築等にあたって

は移動等円滑化基準への適合義務が課せられま

す。新築ではこのような法的な義務があるため

バリアフリー化が進む一方で、法的な義務のな

い施設の改修では進みにくい状況にあります。

しかし、建替えまでの期間は長期にわたること

から、整備可能な範囲でバリアフリー化してい

くことが必要です。 

既存の公共施設の改修にあたっては、構造的

な制約が発生することや改善内容によっては多

額の費用が生じること、また一定期間、施設機能

が休止してしまうこと等から移動等円滑化基準

に準じた整備が困難な場合があります。また、改

修できる箇所から整備した結果、連続的なバリ

アフリー化とならない場合があります。 

これらの課題に対応するため、既存の市の公

共施設の改修を対象に、改修する施設や箇所の

優先順位などに関する整備方針を策定します。 

なお、改修にあたっての配慮事項を以下に示

します。 

 

 

敷地入口から案内まで支障なく、 

円滑に入れるように整備を進めます 

▶ 関係者間の連携により接続する道路との段差

を解消し、視覚障害者誘導用ブロックの連続

性を確保する 

▶ 利用者の移動経路上に放置自転車や物品など

の障害物が置かれないように配慮する 

 

施設での行動に支障や危険が生じないように 

整備を進めます 

▶ 敷地入口から案内までの他、エレベーターの

押ボタン付近や階段・スロープの上下端など

必要な位置に JIS 規格に適合し、周囲との色

の差がわかりやすいように配慮した視覚障害

者誘導用ブロックを設置する 

▶ 階段は原則両側に手すりを設置し、行き先の

点字表記を設置する 

▶ 各施設のバリアフリー設備情報などをホーム

ページや案内図、ピクトグラム等で適切に発

信する 
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トイレのバリアフリー化の充実及び一般トイ

レでの子育て支援環境の整備を進めます 

▶ 重度障害の人や介助者等の使用に配慮し、大

型ベッドを備えた車いす使用者用トイレの整

備を進める 

▶ オストメイト対応設備の整備を進める 

▶ 車いす使用者用トイレの利用集中に配慮する

ため、一般トイレや授乳室などにベビーチェ

ア・ベビーベッドの設置を進める 

その他、「４．個別方針（４）建築物・路外駐

車場事業」で示したソフト施策の方針にも留意

し、ハード・ソフトが連携したバリアフリー化を

進めるものとします。 

 

事業内容 
前期 後期 展望期 

R4～R8年度 R9～R13年度 R14年度以降 

公共施設の整備方針を福祉部署と連携しながら策定します。 
   

   

公共施設の整備方針に基づき、整備を推進します。 
   

   

❷ 当事者参加の仕組みの検討 

施設の改修にあたっては、バリアフリーネッ

トワーク会議等による、整備完了後の当事者に

よる事後評価を行ってきましたが、その意見を

改修に反映することが困難な事象もありました。 

また、一部の公共施設の改修においては設計

や施工の段階で障害者等の意見を取り入れた事

例もありましたが、仕組みとしては確立されて

いません。 

そこで、特に高齢者、障害者等が多く使用する

公共施設の改修にあたり、利用者の目線から課

題を確認し、利用者の特性によって相反するニ

ーズがある場合の具体的な対応方法や、特に重

点的に対応すべき点について、意見を整備内容

に反映できる仕組みの構築を目指します。   

▶ 公共事業については、改修等の種類や規模に

よって、事業実施前にバリアフリーチェック

を行い、設計に当事者意見を反映できる仕組

みを検討する 

 

 

  



 

36 

（４）促進地区におけるバリアフリー化の推進 

❶ 地域拠点性の高い施設等におけるハード・

ソフト両面からのバリアフリー化の推進 

コミュニティセンターなど、地域拠点性が高

く日常的に利用する施設は重点整備地区外であ

ってもバリアフリー化の必要性が高いと考えら

れます。これらの施設は、これまで実施してきた

段差解消やトイレの改修などのハード面のバリ

アフリー化に加え、利用者へのマナー啓発や人

的対応の充実、バリアフリー情報の提供など、ソ

フト面のバリアフリーについて、市全域の当該

施設について共通の考え方で取組みを進めてい

きます。 

また、障害の有無にかかわらず「共に育つ」こ

とを基本理念とした教育環境の充実や災害時の

避難所としての機能強化の視点等から、令和２

年のバリアフリー法改正により、公立小・中学校

はバリアフリー化が特に必要な施設に位置付け

られました。 

本市についても、災害時の避難所として体育

館や思いやりルーム（福祉避難室）が、選挙の投

票所として体育館が使用されており、不特定多

数の利用を想定したバリアフリー化が必要です。

今後は、学校施設整備基本計画に基づき、計画的

にユニバーサルデザインの考え方を取り入れた

整備を推進することとなりますが、建替えまで

の期間は長期にわたることから、整備可能な範

囲でバリアフリー化していくことが求められて

います。 

これらのことから、施設利用におけるインク

ルーシブな環境を整備する視点からは、子ども

の状態に応じた可能な範囲での改修や柔軟な対

応を行います。また、災害時の避難所として必要

となるバリアフリー化された経路などの課題に

ついては、物理的な制約等も考慮しながら他施

設の活用も含めた多角的な検討を進めます。選

挙の投票所としては、簡易式スロープの設置や

人的な対応などを行います。 

その他、各学校においてバリアフリー化され

た設備等を示した案内図の設置、筆談機器の用

意等、身近に取組みやすい項目から対応してい

くことで、全市的なバリアフリー水準の底上げ

を目指すものとします。 

また、各小学校に併設されている学童クラブで

は、障害児の利用ニーズが高まっていることから、

職員や支援者の障害理解の啓発に努めます。 

❷ ネットワーク経路や生活関連施設周辺の 

バリアフリー化の推進 

生活関連施設同士を結ぶ経路上の幹線道路を

ネットワーク経路に定めます。事業中や、将来拡

幅が予定されている路線について、以下のよう

に取組んでいきます。 

第３次交差点すいすいプラン＊に基づき整備

を進めている交差点（五日市街道：関前３丁目交

差点/武蔵野中央交差点/吉祥寺北町３丁目交差

点、女子大通り：四軒寺交差点）については、移

動等円滑化基準に沿った歩道の整備を進めます。

また、第４次優先整備路線に選定されている女

子大通りにおいては、車いすやベビーカーの利

用者、児童・生徒等の歩行者や自転車利用者など、

誰もが安全・安心に移動できるためにも、移動等

円滑化基準に沿った整備となるように東京都へ

事業化を要請します。井ノ頭通り、五日市街道な

どの歩道幅員が十分確保されていない都市計画

道路の区間については、都市計画幅員どおりの

整備を東京都に求めていきます。 

また、市立小・中学校の周辺では、ネットワーク

経路等からのバリアフリー化された移動経路の確

保を目的に、通学路の交通安全対策等と連携した

環境整備を検討していきます。具体的には、市民や

PTA 等からの要望や関係課による道路パトロー

ル等により、経年劣化した路面表示や舗装などを

改修します。また、幅員などの物理的条件や交通状

況に応じて、関係機関が連携し、ガードレールの設

置や路側帯のカラー舗装化を推進することで、バ

リアフリー化を実現していきます。 
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■ 促進地区におけるバリアフリー化の推進イメージ 
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（５）その他の施策 

歩行の支障となる違法駐車や荷捌き車両、放

置自転車や不法占用物件などへの対策を行い、

安心して利用できる環境を整えます。 

❶ 違法駐車・荷さばき対策 

吉祥寺駅周辺では、駐車場の場所、満空情報の

インターネット配信システムを継続して実施す

るとともに、駐車場のガイドマップを適宜更新

し、商店会、案内所等と連携しながら周知を図り

ます。また、駐車監視員による放置車両の確認等

に加え、吉祥寺駅周辺交通問題協議会を構成す

る商店会や配送業者などと協同して、違法駐車

の解消を図っています。 

あわせて、吉祥寺駅周辺の路上荷さばき車両

の排除・減少の対策として、民間の時間貸し駐車

場を活用した荷さばきカード事業や共同集配送

事業を推進し、交通環境の改善や回遊性の向上

を目指します。 

❷ 放置自転車対策・自転車駐車場の整備 

駅からおおむね 300ｍの範囲に位置する自転

車・ミニバイク放置禁止区域＊は、継続的な放置

防止指導・警告・撤去により、近年は自転車を放

置しにくい道路環境を維持しています。引き続

き、安全・安心な歩行環境の確保や防災上の観点

から放置自転車対策を進めることが重要になり

ます。そのため、啓発活動の実施とあわせ、自転

車駐車場の適正配置や収容台数の確保を進めつ

つ、短時間無料制度やフリーゾーン（定期利用ゾ

ーンを一時利用として運用する）の導入推進、満

空情報の WEB 提供やキャッシュレス化等の利

便性向上により自転車駐車場への誘導を推進し

ます。 

❸ 商業者及び商業者団体の協力 

看板や商品台等を道路に置くなど不法占用す

ることのないように適切な指導を行うとともに、

吉祥寺駅周辺では「環境浄化作戦＊」を継続します。 

「どこでも、誰でも、自由に、使いやすく」と

いうユニバーサルデザインの考え方を広く普及

するために、商業者及び商業者団体にはその啓

発に努めることを求めます。 

❹ 自転車交通マナーの向上 

ルールやマナーを守らない自転車に対し、高

齢者などが危険を感じ移動に支障をきたしてい

るとの声が聞かれます。警察署や交通安全協会

と連携し、小学生を対象とした自転車安全教室、

中学生以上を対象とした自転車安全利用講習会

の内容の充実や受講者の拡大、マナーアップキ

ャンペーンの実施などを通じて、自転車利用者

のルール・マナーの遵守意識の向上を図ります。 
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（６）バリアフリー法に基づく届出制度 

促進地区では、旅客施設の建設、道路の新設等

であって、他の施設と接する部分について、バリ

アフリー化に支障を及ぼすおそれのある行為を

しようとする公共交通事業者又は道路管理者は、

当該行為に着手する 30 日前までに市に届け出

ることとされています。 

また、市は、届出に係る行為がバリアフリー化

の促進を図る上で支障があると認めるときは、

その届出をした者に対し、必要な措置の実施を

要請することができます。 

届出対象となる施設及び行為は次のとおりです。 

■ 届出対象となる施設及び行為 

届出対象となる施設 届出対象となる行為 

全ての旅客施設 

（生活関連施設） 

以下の部分の新設又は構造若しくは配置の変更 

・ホームから他の旅客施設（生活関連施設）との間の経路 

・ホームから生活関連経路である道路（駅前広場を含む道路法に

よる道路）との間の経路 

・当該施設に接する公共用通路等（道路以外）※との間の経路 

・ホームから連続したバリアフリールートとなる出入口 

道路 

（生活関連経路） 

以下に接する道路（駅前広場を含む道路法による道路）の新設、

改築又は修繕 

・旅客施設（生活関連施設）の出入口 

・旅客施設（生活関連施設）に接する公共用通路等（道路以外）※ 

※公共用通路等（道路以外）：旅客施設の営業時間内において、常時一般交通の用に供されている 

一般交通用施設（道路以外）であって、旅客施設の外部にあるもの（自由通路など） 

■ 届出対象範囲のイメージ 




